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事業概略書 

事 業 名 
共同生活援助における「個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置」に関

する研究 

事 業 目 的 

 個人単位で居宅介護等を利用できる経過措置（以下「経過措置」という。）は、

数回の経過措置期間延長を経て、平成 30年度障害福祉サービス等報酬改定におい

て、2021（令和３）年３月 31日まで経過措置期間の延長を行った上で、次期報酬

改定に向けて引き続き検討、検証を行う事項の一つとして整理された。 

 調査結果に加えて、当該経過措置のこれまでの経緯、既存の調査結果等を踏ま

え、有識者や関係団体、共同生活援助事業所や自治体の関係者等が参加する検討

委員会を立ち上げ、当該経過措置の仕組みについて検証することを目的に実施し

た。 

事 業 概 要 

 有識者検討委員会を組成し、次の２つの調査事業を実施した上で、その結果を

報告書として取りまとめた。 

①アンケート調査（経過措置利用者がいる事業所 悉皆 計 466 事業所中 240 事

業所回収率 51.5％ 個票については 1008人分を集計） 

②ヒアリング調査（経過措置利用者がいる事業所 計４事業所） 

事業実施結果 

及び効果 

・以上の調査結果を踏まえ、経過措置を利用する利用者像、経過措置を利用する

理由、効果について考察した上で、経過措置の今後について、次のような考察

をとりまとめた。 

➢重度な障害者について、現在のグループホームの人員配置上、十分に対応でき

ないということが確認された。一方、グループホームで提供不足が生じるサー

ビス量の補填（例えば、多忙な時間帯（食事等）に人手として短時間で居宅介

護８身体介護）を利用など）という位置づけや、利用者本人が特定のサービス

事業者を利用したいという理由での理由も一部にはみられることから、これら

の必要性を判断した上で、恒久化については検討する必要があると考えられる。 

・以上の考察を踏まえ、今後の経過措置に関する検討をする上での参考になるこ

とが期待される。 
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